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 新産業創出等推進事業促進区域における開発研究用資産の特別償却制度等の適用期限を三年
延長する。（第十一条、第十八条関係）
 次に掲げる措置は、所要の経過措置を講じた上、廃止する。
イ 特定復興産業集積区域において機械等を取得した場合の特別償却又は特別税額控除（改正
前第十条、第十七条の二関係）
ロ 特定復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用した場合の特別税額控除（改正前第十
条の三、第十七条の三関係）
ハ 特定復興産業集積区域における開発研究用資産の特別償却等（改正前第十条の五、第十七
条の五関係）
ニ 被災代替船舶の特別償却（改正前第十一条の二、第十八条の二関係）

３ 資産課税
 東日本大震災の被災者等が新築又は取得をした建物に係る所有権の保存登記等に対する登録
免許税の免税措置等について、次の措置を講ずる。（第三十九条、第四十条関係）
イ 適用期限を三年延長する。
ロ 東日本大震災により滅失等をした建物の範囲を福島県の区域内に所在していたものに限定
する。

 東日本大震災の被災者等が取得した農用地に係る所有権の移転登記等に対する登録免許税の
免税措置について、適用対象を警戒区域設定指示等が行われた日において当該警戒区域設定指
示等の対象区域内に所在していた農用地に代わるものとして取得をした農用地に限定する。（第
四十条の二関係）
 東日本大震災の被災者等が建造又は取得をした漁船に係る所有権の保存登記等に対する登録
免許税の免税措置の適用期限を一年延長する。（第四十一条関係）
 次に掲げる措置は、適用期限の到来をもって廃止する。
イ 被災関連市町村から特定の交換により土地を取得した場合の所有権の移転登記に対する登
録免許税の免税措置（改正前第四十条の三関係）
ロ 経営強化計画に基づき行う登記に対する登録免許税の税率の軽減措置（改正前第四十一条
の二関係）

４ 消費課税
 東日本大震災の被災者等に対して行う特別貸付けに係る消費貸借に関する契約書の印紙税の
非課税措置の適用期限を五年延長する。（第四十七条関係）
 東日本大震災の被災者が作成する代替建物の取得又は新築等に係る不動産の譲渡に関する契
約書等の印紙税の非課税措置について、次の措置を講ずる。（第四十九条関係）
イ 適用期限を三年延長する。
ロ 滅失等建物等の範囲を福島県の区域内に所在していたもの等に限定する。
 東日本大震災の被災者が作成する被災農用地の譲渡に係る不動産の譲渡に関する契約書等の
印紙税の非課税措置について、適用対象から被災農用地を譲渡する場合等において作成される
契約書等を除外した上、その適用期限を撤廃する。（第五十条関係）
 東日本大震災の被災者が作成する漁船の取得又は建造に係る漁船の譲渡に関する契約書等の
印紙税の非課税措置の適用期限を一年延長する。（第五十一条関係）

５ その他所要の規定の整備を行う。

２ 防衛特別所得税を次のとおり創設する。
 納税義務者（第五条の四関係）
イ 所得税の納税義務者は、基準所得税額につき、防衛特別所得税を納める義務がある。
ロ 所得税の源泉徴収義務者は、その源泉徴収に係る所得税の額につき、防衛特別所得税を徴
収し、納付する義務がある。

 課税の対象（第五条の五関係）
イ 居住者又は非居住者に対して課される令和九年分以後の各年分の所得税に係る基準所得税
額について、当分の間、防衛特別所得税を課する。
ロ 内国法人又は外国法人に対して課される令和九年一月一日以後に生ずる所得に対する所得
税に係る基準所得税額について、当分の間、防衛特別所得税を課する。

 基準所得税額
基準所得税額は、次に掲げる納税義務者の区分に応じそれぞれ次に定める所得税の額とする。
ただし、外国税額控除等を適用しない場合の所得税の額とし、附帯税の額を除く。（第五条の六
関係）
イ 非永住者以外の居住者 全ての所得に対する所得税の額
ロ 非永住者 国外源泉所得以外の所得及び国外源泉所得で国内において支払われ、又は国外
から送金されたものに対する所得税の額
ハ 非居住者 国内源泉所得に対する所得税の額
ニ 内国法人 利子等及び配当等などに対する所得税の額
ホ 外国法人 国内源泉所得のうち利子等及び配当等などに対する所得税の額
 個人に係る防衛特別所得税の課税標準
個人の基準所得税額を個人に対して課する防衛特別所得税の課税標準とする。（第五条の八関
係）

第12 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法
の一部改正
１ 復興特別所得税の課税期間を令和二十九年まで（改正前：令和十九年まで）の間とする。（第九
条、第十三条の二、第十四条、第十六条、第二十八条、第三十三条関係）
２ 復興特別所得税の税率を百分の一・一（改正前：百分の二・一）に引き下げる。（第十三条、第
十八条、第二十七条、第二十八条、第三十条、第三十三条関係）

３ 復興債及びその借換国債の償還期間を令和二十九年度までに延長する。（第七十一条関係）
４ 復興特別所得税の課税期間の延長に伴い、復興特別税の収入の使途等に関する規定について、
復興特別税の収入を復興費用及び償還費用の財源に充てる期間を令和二十九年度までに延長す
る。（第七十二条関係）
５ その他所要の規定の整備を行う。
第13 我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要な財源の確保に関する特別措置法の一部改正
１ 趣旨等について、次の整備を行う。（第一条関係）
 令和五年度以降における我が国の防衛力の抜本的な強化及び抜本的に強化された防衛力の安
定的な維持に必要な財源を確保するための特別措置として、防衛特別所得税を創設する。
 令和五年度以降の各年度の予算に計上される防衛力整備計画対象経費の額が令和四年度の当
初予算に計上された防衛力整備計画対象経費の額を上回る場合における当該上回る額に係る費
用の財源に充てるため、３に定める防衛特別所得税の収入を確保する。

 個人に係る防衛特別所得税の額の計算
イ 個人に対して課する防衛特別所得税の額は、その個人のその年分の基準所得税額に百分の
一の税率を乗じて計算した金額とする。（第五条の九関係）
ロ 居住者又は恒久的施設を有する非居住者の各年の分配時調整外国税相当額が所得税の額及
び復興特別所得税の額の合計額を超える場合には、その超える金額をその年分の防衛特別所
得税の額から控除する。（第五条の十関係）
ハ 居住者又は恒久的施設を有する非居住者の各年の控除対象外国所得税の額が所得税の控除
限度額及び復興特別所得税の控除限度額の合計額を超える場合には、その超える金額を、そ
の年の国外所得金額に対応する防衛特別所得税の額を限度として、その年分の防衛特別所得
税の額から控除する。（第五条の十一関係）
ニ 防衛特別所得税申告書を提出する義務がない者に対して課する防衛特別所得税の額は、予
納特別税額及び源泉徴収特別税額の合計額による。（第五条の十二関係）
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